大阪府社会教育委員条例の改正（概要）
教育委員会事務局市町村教育室地域教育振興課
　
■改正の理由
　・地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成25年法律第44号。平成25年６月14日公布）第15条の規定による社会教育法（昭和24年法律第207号）の改正により、同法第15条第２項で規定していた社会教育委員の委嘱の基準が削除されるとともに、当該委嘱の基準は文部科学省令で定める基準を参酌して条例で定めることとされた。
・これを受けて、公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準を定める省令（平成23年文部科学省令第42号）が改正（平成25年９月10日公布）され、従来、同法第15条第２項で規定していた社会教育委員の委嘱の基準がそのまま参酌基準として同令に規定された。
	【文部科学省令の参酌基準】
　『社会教育法（中略）第18条の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委嘱することとする。』


・これに伴い、同令で定める基準を参酌して社会教育委員の委嘱の基準を定めるため、所要の改正を行う。
・なお、府として社会教育委員の委嘱の基準を検討した結果、従来の基準と同一である同令の参酌基準が適切であると判断したため、条例で定める基準は、同令と同一のものとする。
　
■改正の内容
　・社会教育委員の委嘱の基準に関する次の規定を新たに設ける。（第２条関係）
　　『（社会教育）委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者のうちから、大阪府教育委員会が委嘱する。』
　
■施行期日
　・平成26年４月１日
　　（理由）
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による社会教育法の改正の施行期日が、平成26年４月１日であるため。
■政策アセスメント・制度間調整
　なし
